
　平成27年度安曇野市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところ
による。

（歳入歳出予算の補正）
第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ25,000千円を追加し、
　歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ42,929,000千円とする。
２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後
　の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）
第２条　地方自治法第213条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用
　することができる経費は、「第２表　繰越明許費」による。

（債務負担行為の補正）
第３条　債務負担行為の追加、変更、廃止は、「第３表　債務負担行為補正」
　による。

（地方債の補正）
第４条　地方債の変更、廃止は、「第４表　地方債補正」による。
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第 １表　歳入歳出予算補正

(単位 千円)

− 2 −

款 項 補正前の額 補　正　額 計

歳　入

  1 市税 11,193,030 250,000 11,443,030

  1 市民税 5,407,600 50,000 5,457,600

  2 固定資産税 4,946,070 190,000 5,136,070

  3 軽自動車税 232,000 10,000 242,000

  9 地方特例交付金 53,000 2,392 55,392

  1 地方特例交付金 53,000 2,392 55,392

 14 国庫支出金 3,738,433 57,471 3,795,904

  1 国庫負担金 2,645,154 51,766 2,696,920

  2 国庫補助金 1,076,889 5,705 1,082,594

 15 県支出金 2,230,194 6,873 2,237,067

  1 県負担金 1,031,269 15,596 1,046,865

  2 県補助金 970,201 △2,899 967,302

  3 県委託金 228,724 △5,824 222,900

 17 寄附金 378,329 300,547 678,876

  1 寄附金 378,329 300,547 678,876

 18 繰入金 3,494,730 △222,586 3,272,144

  2 基金繰入金 3,494,122 △222,586 3,271,536

 20 諸収入 1,479,599 29,503 1,509,102

  4 受託事業収入 32,760 4,000 36,760

  5 雑入 457,028 25,503 482,531

 21 市債 5,375,900 △399,200 4,976,700

  1 市債 5,375,900 △399,200 4,976,700

歳   入   合   計 42,904,000 25,000 42,929,000

14,960,785 0 14,960,785補 正 に 係 ら な い  款 ・ 項



(単位 千円)

− 3 −

款 項 補正前の額 補　正　額 計

歳　出

  2 総務費 6,823,056 365,317 7,188,373

  1 総務管理費 5,931,738 377,927 6,309,665

  2 徴税費 514,931 △954 513,977

  3 戸籍住民基本台帳費 254,208 672 254,880

  4 選挙費 57,839 △12,328 45,511

  3 民生費 12,301,965 △144,085 12,157,880

  1 社会福祉費 6,410,560 70,063 6,480,623

  2 児童福祉費 4,861,565 △229,120 4,632,445

  3 生活保護費 1,029,340 14,972 1,044,312

  4 衛生費 2,523,192 11,201 2,534,393

  1 保健衛生費 1,188,835 10,420 1,199,255

  2 清掃費 1,162,995 781 1,163,776

  6 農林水産業費 2,736,694 △61,237 2,675,457

  1 農業費 1,166,387 △24,998 1,141,389

  2 林業費 485,747 8,251 493,998

  3 耕地費 1,084,375 △44,490 1,039,885

  7 商工費 2,326,314 △203,509 2,122,805

  1 商工費 2,326,314 △203,509 2,122,805

  8 土木費 5,287,313 21,696 5,309,009

  1 土木管理費 375,774 △405 375,369

  2 道路橋梁費 1,730,880 22,320 1,753,200

  3 河川費 36,344 △269 36,075

  4 都市計画費 3,117,334 50 3,117,384

  9 消防費 1,521,322 400 1,521,722

  1 消防費 1,521,322 400 1,521,722

 10 教育費 4,403,373 35,217 4,438,590

  1 教育総務費 777,212 2,813 780,025

  2 小学校費 560,703 2,935 563,638

  3 中学校費 667,066 10,025 677,091



(単位 千円)

− 4 −

款 項 補正前の額 補　正　額 計

  4 幼稚園費 243,254 3,506 246,760

  5 社会教育費 1,827,227 15,768 1,842,995

  6 保健体育費 327,911 170 328,081

歳   出   合   計 42,904,000 25,000 42,929,000

4,980,771 0 4,980,771補 正 に 係 ら な い  款 ・ 項



款 項

10 教育費 ４ 幼稚園費 55,131

第２表　繰越明許費

　(単位：千円）

事　　業　　名 金　　額

穂高幼稚園大規模改造事業
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１　追加

２　変更

期　　間 限 度 額 期　　間

信州安曇野ハーフマラソン実行委員会補
助事業

平成28年度まで 22,000 補正前と同じ 26,000
積算見直し
による

しゃくなげの湯整備工事監理業務 平成28年度まで 12,701 補正前と同じ 21,168
積算見直し
による

しゃくなげの湯整備工事 平成28年度まで 755,596 補正前と同じ 994,077
積算見直し
による

３　廃止

期　　間 限 度 額 期　　間

内部情報系パソコン・プリンタ更新
平成28年度から
平成32年度まで 49,216 － －

事業計画見
直しのため

新堀金図書館備品購入費 平成28年度まで 20,000 － －
事業計画見
直しのため

　(単位：千円）

事　　　　　　項
補　正　前 補　正　後

備考
限 度 額

　(単位：千円）

事　　　　　　項
補　正　前 補　正　後

備考
限 度 額

南部総合公園再整備及び新体育館整備基本計画策定支
援業務

平成28年度まで 14,000

舗装維持修繕工事 平成28年度まで 53,800

穂高地域観光客用駐車場維持管理補助事業 平成28年度から平成32年度まで 12,500

指定管理による道の駅管理業務 平成28年度から平成30年度まで 17,100

観光誘客営業活動補助事業 平成28年度まで 4,400

観光情報発信用ＤＶＤ作成業務 平成28年度まで 1,620

あかしな夢いちば改築工事 平成28年度まで 33,088

産業振興ポータルサイト構築業務 平成28年度まで 6,750

穂高幼稚園給食調理業務 平成28年度まで 6,888

あかしな夢いちば改築工事監理業務 平成28年度まで 1,962

アルプス保育園改築工事監理業務 平成28年度まで 5,180

アルプス保育園改築工事 平成28年度まで 182,260

三郷北部保育園改築工事実施設計業務 平成28年度まで 19,052

三郷北部保育園改築工事用地造成 平成28年度まで 25,930

指定管理による三郷社会就労センター管理業務 平成28年度から平成32年度まで 89,091

指定管理による明科社会就労センター管理業務 平成28年度から平成32年度まで 122,001

指定管理による豊科社会就労センター管理業務 平成28年度から平成32年度まで 89,656

指定管理による穂高社会就労センター管理業務 平成28年度から平成32年度まで 91,669

納税コールセンター業務 平成28年度から平成32年度まで 28,200

指定管理による穂高老人保健センター管理業務 平成28年度から平成29年度まで 29,700

第３表　債務負担行為補正

(単位：千円）

事　　　　　項 期　　　　間 限　度　額

公共施設予約システム運用保守業務 平成28年度から平成33年度まで 24,296
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１　変更

限度額 起債の方法 利　率 償還の方法 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

旧合併特例事業債
（民生債）

240,400 証書借入

5.0％以内（た
だし、利率見
直し方式で借
り入れる政府
資金及び地方
公共団体金融
機構資金につ
いて利率を見
直した後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

　政府資金に
ついては、そ
の融資条件に
より、銀行そ
の他の場合は
債権者と協定
するものによ
る。
　ただし、財
政その他の都
合により据置
期間及び償還
期限を短縮
し、又は繰上
償還もしくは
低利に借換え
することがで
きる。

82,700 補正前と同じ 補正前と同じ 補正前と同じ

旧合併特例事業債
（商工債）

336,800 同上 同上 同上 216,200 補正前と同じ 補正前と同じ 補正前と同じ

２　廃止

限度額 起債の方法 利　率 償還の方法 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

施設整備事業債
（民生債）

120,900 証書借入

5.0％以内（た
だし、利率見
直し方式で借
り入れる政府
資金及び地方
公共団体金融
機構資金につ
いて利率を見
直した後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

　政府資金に
ついては、そ
の融資条件に
より、銀行そ
の他の場合は
債権者と協定
するものによ
る。
　ただし、財
政その他の都
合により据置
期間及び償還
期限を短縮
し、又は繰上
償還もしくは
低利に借換え
することがで
きる。

－ － － － 支払年度の変
更

起債の目的
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

（単位：千円）

起債の目的
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

備　考

第４表　地方債補正

（単位：千円）
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予 算 に 関 す る 説 明 書

（一般会計）
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歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書
１ 総 括

（歳  入） （単位 千円）

− 11 −

款 補正前の額 補　正　額 計

  1 市税 11,193,030 250,000 11,443,030

  9 地方特例交付金 53,000 2,392 55,392

 14 国庫支出金 3,738,433 57,471 3,795,904

 15 県支出金 2,230,194 6,873 2,237,067

 17 寄附金 378,329 300,547 678,876

 18 繰入金 3,494,730 △222,586 3,272,144

 20 諸収入 1,479,599 29,503 1,509,102

 21 市債 5,375,900 △399,200 4,976,700

補正に係らない 款 14,960,785 0 14,960,785

歳  入  合  計 42,904,000 25,000 42,929,000











































































































１　特 別 職

報酬 給料
期 末
手 当

寒冷地
手  当

通 勤
手 当

計

長　等  3  28,200  10,200  229  105  38,734  5,925  44,659
教育長
含む

議　員  25  109,464  39,590  149,054  69,121  218,175

その他
の

特別職
 2,887  158,075  158,075  158,075

合　計  2,915  267,539  28,200  49,790  229  105  345,863  75,046  420,909

長　等  3  28,200  10,200  229  105  38,734  5,925  44,659
教育長
含む

議　員  25  109,464  39,590  149,054  69,121  218,175

その他
の

特別職
 2,887  159,672  159,672  159,672

合　計  2,915  269,136  28,200  49,790  229  105  347,460  75,046  422,506

長　等

議　員

その他
の

特別職
 △1,597  △1,597  △1,597

合　計  △1,597  △1,597  △1,597

合　計

給　与　費　明　細　書

区　　　分

補
　
正
　
後

補
　
正
　
前

（単位：千円）

比
　
　
較

備 考
職員数
（人）

給　　　　　　与　　　　　　費

共済費
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2　一 般 職

(1) 総　括 （単位：千円）

給　料 職員手当 計

(  )内は再任用短時間勤務職員数

（単位：千円）

補正後  117,884

補正前

比　較  △7,347  350

 1,084

 910  34,073

 33,723 125,231  910

 300

 1,084

区　　分
時間外

勤務手当
特殊勤務

手当
住居手当

宿日直
手当

比　較  150  300  300

 361,408  41,464 625,515

 30

 34,867  41,339

管理職
手当

補正後  66,774  625,815  361,708  41,494  35,167  41,339

勤勉手当
寒冷地
手当

 4,838,707 3,996,176

期末手当 通勤手当

児童手当
   36,740千円を除く

比　較  △800  △5,917  △6,717  △1,000  △7,717

699
( 26)

合　計 備　　考

補正後 2,663,211  1,326,248  3,989,459  841,531  4,830,990
児童手当
   36,740千円を除く

区　分

職員手当の内訳

補正前  1,332,165

職員手当の内訳

区　分

補正前  66,624

0
(0)

扶養手当

職員数
（人）

給　　　　　　与　　　　　　費

共済費

 842,531

699
( 26)

2,664,011
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（単位：千円）

当該年度中
起債見込額

当該年度中
元金償還見込

額

１　普　通　債 24,081,149 27,070,638 3,376,700 3,112,650 27,334,688

　（１）総　　務 6,832,747 8,006,815 1,212,700 738,981 8,480,534

　（２）民　　生 2,609,382 2,871,443 82,700 304,089 2,650,054

　（３）衛　　生 3,122,942 3,430,597 112,000 261,365 3,281,232

　（４）労　　働

　（５）農林水産 2,106,881 1,805,916 293,500 492,732 1,606,684

　（６）商　　工 113,500 119,650 216,200 11,350 324,500

　（７）土　　木 2,752,326 2,951,541 502,600 381,614 3,072,527

　（８）消　　防 338,320 694,952 68,300 123,988 639,264

　（９）教　　育 6,205,051 7,189,724 888,700 798,531 7,279,893

２　災害復旧債 42,209 24,493 12,374 12,119

　（１）土　　木 36,857 21,366 11,059 10,307

　（２）農　　林 5,352 3,127 1,315 1,812

３　そ　の　他 13,603,489 15,540,021 1,600,000 1,051,567 16,088,454

(１)減収補てん債

(２)減税補てん債 920,335 652,734 98,494 554,240

（３）臨時税収補てん債 143,618 108,342 35,989 72,353

（４）臨時財政対策債 12,539,536 14,778,945 1,600,000 917,084 15,461,861

合　　　　計 37,726,847 42,635,152 4,976,700 4,176,591 43,435,261

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　分
前々年度末
現  在  高

前 年 度 末
現在高見込額

当該年度中増減見込

当該年度末
現在高見込額
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